
議案第１４号 

 

和光市子ども・子育て支援会議条例の一部を改正する条例を定めることについて 

 

和光市子ども・子育て支援会議条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

和光市子ども・子育て支援会議条例の一部を改正する条例 

和光市子ども・子育て支援会議条例（平成２５年条例第１６号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正

後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改

正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第 
６５号）第７２条第１項、児童福祉法（昭和２２ 
年法律第１６４号）第８条第３項及びこども基本 
法（令和４年法律第７７号）第１３条第３項の規 
定に基づき、和光市子ども・子育て支援会議（以 
下「支援会議」という。）を設置する。 

第１条 子どもの福祉に関する事項を調査審議する 
ため、和光市子ども・子育て支援会議（以下「支 
援会議」という。）を設置する。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、子ども・ 
子育て支援法、児童福祉法及びこども基本法にお 
いて使用する用語の例による。 

第２条 この条例における用語の意義は、子ども・ 
子育て支援法（平成２４年法律第６５号）におい 
て使用する用語の例による。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第３条 支援会議は、次に掲げる事項を調査審議す 
る。 

第３条 支援会議は、次に掲げる事項を調査審議す 
る。 

 ⑴（略）  ⑴（略） 

 ⑵ 児童福祉法第８条第３項の規定により児童福 
祉に関する審議会が調査審議する事項その他法 
令の規定により当該審議会の権限に属する事項 

 ⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第 
８条第３項の規定により児童福祉に関する審議 
会が調査審議する事項その他法令の規定により 
当該審議会の権限に属する事項 

 ⑶ こども基本法第５条に規定する事項  

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、こどもの福祉に 
関する事項 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、子どもの福祉に 
関する事項 

（組織） （組織） 

第４条 支援会議は、委員２０人以内で組織する。 第４条 支援会議は、委員１７人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す 
る。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す 
る。 

 ⑴ こども・若者（満１５歳に達した日以後の最 
初の３月３１日までの間にある者を除く。） 

 

 ⑵ こどもの保護者  ⑴ 子どもの保護者 

 ⑶（略）  ⑵（略） 

 ⑷ こどもの福祉に関する事業に従事する者  ⑶ 子どもの福祉に関する事業に従事する者 

 ⑸ こどもの教育活動に従事する者  



 ⑹ こどもの福祉に関する市内の公共的団体等を 
代表する者 

 ⑷ 子どもの福祉に関する市内の公共的団体等を 
代表する者 

 ⑺ こどもの福祉に関し学識経験を有する者  ⑸ 子どもの福祉に関し学識経験のある者 

 ⑻ 情報の分析及び統計に関し学識経験を有する 
  者 

 ⑹ 情報の分析及び統計に関し学識経験のある者 

 ⑼ 地域福祉の業務に従事する者  

 ⑽ こどもの権利擁護に関し知識経験を有する者  

 ⑾（略）  ⑺（略） 

 （任期）  （任期） 

第５条 委員（前条第２項第１号に掲げる者を除く。 
）の任期は、３年とし、前条第２項第１号に掲げ 
る者の任期は、１年とする。ただし、委員が欠け 
た場合における補欠の委員の任期は、前任者の残 
任期間とする。 

第５条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員 
が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任 
者の残任期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の任期は、市長 
が必要と認めるときは、３年を超えない範囲内で 
市長が別に定める期間とすることができる。 

 

３（略） ２（略） 

（部会） （部会） 

第８条（略） 第８条（略） 

２・３（略） ２・３（略） 

４ 部会委員の組織及び任期は、規則で定める。 ４ 第５条の規定は、部会委員の任期について準用 
する。 

５～８（略） ５～８（略） 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の和光市子ども・子育て支援会議条例第５条及び第８条の規定

は、この条例の施行の日以後に委嘱される委員及び部会委員の任期について適用し、同

日前に委嘱された委員及び部会委員の任期については、なお従前の例による。 

 

令和７年２月２０日提出 

 

 

和光市長 柴﨑 光子      

 

 

提 案 理 由 

 こども基本法第１１条の規定に基づき、対象となるこども又はこどもを養育する者その

他の関係者の意見を反映させる措置を講ずるため、地方自治法第９６条第１項第１号の規

定により、この案を提出するものである。 


